



Why is small islands’ per capita income so high in Okinawa?




















＊本稿は特定研究C（代表者：宮城和宏、2017 年度～ 2020 年度）の研究成果の一部である。
(1)　「沖縄本島」という表現については、2019 年 10 月開催の県環境影響評価審査会において表現の差
別性から「沖縄本島」を「沖縄島」にすべきだとの指摘がなされており、「離島」についても同年 8
月の県振興審議会の離島過疎地域振興部会で与那国町の外間守吉町長が「離島」を「島しょ」と表



































































































































































































































































































































































































































































































(6)　沖縄県企画部地域・離島課「離島関係資料」2020 年 3 月によれば、県内島嶼地域で高等学校を有
するのは宮古島・宮古島市と石垣島・石垣市の規模の大きな島嶼に限定されている（2019 年 5月現
在）。なお 2018 年度の中学校卒業者に占める高校進学率は久米島の 96％、宮古島の 95％、伊良部

























病床数（病院と一般診療所の計）は北大東村 0、南大東村 0、与那国町 1.0 である。老人福祉施設に
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図15　１人世帯の割合（2015年、％）
出所：図12に同じ。
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県内 41市町村の１人当たり所得格差の実証分析
最後に、41市町村の１人当たり所得と15 ～ 29歳人口と65歳以上の高齢者人口が全人
口に占める割合の間の相関関係をみておこう（図16）。これより、既に指摘したように高
所得の島嶼３地域（北大東村、与那国町、南大東村）と低所得の沖縄島山原４地域（今帰
仁村、大宜味村、本部町、国頭村）の間の明確な違いが浮き彫りになる。「15の春」によ
る若者の島外流出と介護・医療設備の不安による高齢者の島外流出がもたらす過疎化が島
嶼３地域の１人当たり所得の高さの一因である。対照的に島嶼３地域に比べ高い15～ 29
歳人口比率、高齢化率（65歳以上人口比率）が山原４地域の１人当たり所得の低さの一
因である。
4.3　島嶼地域の１人当たり所得の高さは「豊かさ」の反映か？
沖縄振興開発金融公庫（2019）の公庫の教育資金利用者実績データによれば、島嶼に
おける世帯の平均年収は372万円で沖縄全体の409.6万円よりも低い水準となっている。
また県外へ進学・在学する学生の割合は沖縄全体48.8％に対し島嶼63.8％となり、島嶼が
沖縄全体を大きく上回る。その結果もあり学生１人当たりの入学費用は沖縄全体156.5万
円に対し島嶼189.6万円、学生１人当たりの年間在学費用は沖縄全体121.4万円に対し島
嶼136.9万円となっている。島嶼では島外へ居住するための家賃、光熱費、家電購入費等
の住居費負担が大きいことがわかる。
世帯年収に占める教育費の負担割合についてはどうであろうか。世帯年収に占める入学
費用の負担割合は、沖縄全体56.9％に対し島嶼77.5％と島嶼が20.6％ポイント高い。分布
状況では沖縄全体では「20％以上40％未満」が最も多い一方、島嶼では「80％以上」が
32.5％と最も多い。在学費用の負担割合は沖縄全体49.1％に対し島嶼52.1％となっている。
沖縄タイムス南部総局（2013）には、沖縄振興開発金融公庫（2019）のアンケート調
査結果にみられるように、子どもの高校進学を機に仕送りが重い負担になっていく状況や
沖縄島と島嶼の間の２重あるいは３重の生活を強いられる様子が描かれている。島嶼地域
では、家族の生活を支えるために、島に残された親は本業以外にも兼業をするケースは珍
しくない。また「２重生活を避けるため家族全員で島を出たり、父親だけ残る世帯もあり、
過疎化にもつながっている」。島嶼においてはこれらの「15の春」に伴う様々な費用負担
だけでなく、介護・医療設備の問題よる高齢者の島外流出もみられる。
島内での日常生活に要する費用についてはどうであろうか。島嶼と沖縄島の生活必需品
に関する小売価格の比較によれば、沖縄島を100とした場合の北大東島の主要生活必需品
の物価指数は125.9、南大東島は118.9、与那国島は128.7といずれも大きく100を超えて
いる（2018年９月現在）(9)。特に大きいのが、飲料（北大東島158.2、南大東島137.8、与
(9)　沖縄県企画部地域・離島課「離島関係資料」2020 年 3月。
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県内 41市町村の１人当たり所得格差の実証分析
那国島128.7）、日用雑貨・衣服（北大東島137.8、南大東島139.1、与那国島146.3）、穀類・
調理食品・加工食品（北大東島135.6、南大東島128.9、与那国島146.7）などである。日
常生活で沖縄島を超える支出を強いられていることがわかる。
以上が示唆するのは、島嶼３地域の１人当たり所得の高さは、「豊かさ（well-being）」
そのものを表しているというよりも、①若年層と高齢者層の島外流出がもたらす過疎化に
よる「見かけの数値」であり、②１人当たり所得の分子の所得が高い場合、それは島嶼な
らではの厳しい状況（「15の春」への対応など）に対処する必要性に迫られた結果といえ
るかもしれない。
５　結び
本稿では県内41市町村の中で、北大東村、与那国町、南大東村のような沖縄島から遠
隔にある島嶼地域の１人当たり所得が高い理由を統計的に検証してきた。結果は以下の通
りである。
（１）県内41市町村の１人当たり所得格差については1982 ～ 2017年にかけて増加計傾向
にあり、収束傾向はみられない。
（２）生産面からみた北大東村、与那国町、南大東村に共通する１人当たり所得の県平均
からの乖離の最大要因は、労働投入量の大きさである。北大東村ではそれ以外に労働生
産性が、与那国町と南大東村は域内生産を超える所得流入がそれを補完している。
（３）県内41市町村の成長パターンは基本的に労働投入主導型である。一方、持続的な成
長を可能にする生産性（ここでは労働生産性）は重要な役割を果たしていない。
（４）分配面からみた北大東村、与那国町、南大東村に共通する１人当たり所得の県平均
からの乖離の最大要因は、１人当たり雇用者報酬であり、それ以外の１人当たり財産所
得、１人当たり企業所得もプラスとなっている。一方、下位４市町村では３要因が全て
マイナスである。嘉手納町、宜野座村、金武町のような米軍基地所在地では１人当たり
財産所得のみがプラスであることより、軍用地料への過度の依存が懸念される。
（５）労働力率、就業率を用いた北大東村、与那国町、南大東村と沖縄島山原４地域（今
帰仁村、大宜味村、本部町、国頭村）の比較より、島嶼３地域の同率が際立って高いこ
とが労働投入主導型の人口１人当たり高所得の１因である一方、就業者１人当たり所得
でみた島嶼３地域のランキングを大きく後退させている（北大東村は１位→10位、与
那国町は２位→22位、南大東村３位→20位）。
（６）島嶼３地域の高所得の背景には、「15の春」による若年層の島外流出に伴う家族の
随行（２重生活）、介護・医療への不安による高齢者の島外流出、１人世帯割合の高さ
などが人口減少に影響を及ぼしていることも１因である。
（７）島嶼の特徴として、輸送費用により物価が沖縄島よりも高いこと、高校不在による
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県内 41市町村の１人当たり所得格差の実証分析
教育費支出の多さ（仕送り、交通費、島外へ居住するための住居費負担など）、２重生
活にかかる費用などがあり、兼業を余儀なくされている事例がみられる。１人当たり所
得の高さは、若年層・高齢者層の島外流出に伴う島嶼ならではの「過疎化」（分母の部
分）や「15の春」がもたらす「２重・３重生活」維持のための兼業や高い労働力率（分
子の部分）の結果である。島嶼地域の１人当たり所得の高さは必ずしも「豊かさ」に直
結しているわけではない。
最後に、本稿では島嶼地域に労働投入主導型成長をもたらす産業構造、産業特化、産業
別生産性については紙幅の制約上、触れることができなかった。これらについては今後の
課題としたい。
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